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○新潟県柏崎市指定地域密着型サービスに関する条例及び新潟県柏崎市指定地域密着型介護予

防サービスに関する条例施行規則 

平成25年３月11日規則第26号 

改正 

平成27年３月31日規則第41号 

平成28年３月10日規則第46号 

平成29年３月15日規則第11号 

平成30年９月26日規則第69号 

令和元年８月30日規則第12号 

令和３年３月25日規則第26号 

新潟県柏崎市指定地域密着型サービスに関する条例及び新潟県柏崎市指定地域密着型介護予

防サービスに関する条例施行規則 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 指定（第２条―第７条） 

第３章 給付費算定届（第８条・第９条） 

第４章 業務管理体制（第10条―第13条） 

第５章 事故報告（第14条） 

第６章 委任（第15条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）、介護保険法施行

規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）、新潟県柏崎市指定地域密着型サ

ービスに関する条例（平成25年条例第５号。以下「地域密着型サービス条例」という。）及び新

潟県柏崎市指定地域密着型介護予防サービスに関する条例（平成25年条例第６号。以下「地域密

着型介護予防サービス条例」という。）に定めるもののほか、指定地域密着型サービス事業所及

び指定地域密着型介護予防サービス事業所（以下「指定地域密着型サービス事業所等」という。）

の指定手続及び運営に関する手続について必要な事項を定めるものとする。 

第２章 指定 
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（指定申請） 

第２条 法第78条の２第１項及び法第115条の12第１項の規定による申請は、指定地域密着型サービ

ス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申請書（別記第１号様式）により行うも

のとする。 

２ 前項の申請書は、指定を受けようとする月の前々月の末日までに事業所ごとに市に提出しなけ

ればならない。 

３ 法第78条の２第１項及び法第115条の12第１項の規定による指定を併せて受けるときは、第１項

の申請を併せて行うことができる。 

４ 第１項の規定により申請し、指定を受けた者は、介護保険事業者指定通知書（別記第２号様式）

を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示するものとする。 

（変更の届出等） 

第３条 法第78条の５第１項及び法第115条の15第１項の規定による届出は、施行規則第131条の13

第１項及び施行規則第140条の30第１項に掲げる事項の変更に係るものにあっては、指定の内容に

変更があった日から10日以内に変更届出書（別記第３号様式）により、施行規則第131条の13第３

項及び施行規則第140条の30第３項に規定する休止した事業の再開に係るものにあっては、再開の

日から10日以内に廃止・休止・再開届出書（別記第４号様式）により市長に届け出なければなら

ない。 

２ 法第78条の５第２項及び法第115条の15第２項の規定による届出は、事業の廃止又は休止の日の

１月前までに、廃止・休止・再開届出書（別記第４号様式）により市長に届け出なければならな

い。 

一部改正〔平成29年規則11号〕 

（指定の辞退） 

第４条 法第78条の８の規定による指定の辞退は、指定辞退届出書（別記第５号様式）により行う

ものとする。 

（指定の更新申請） 

第５条 法第78条の12及び法第115条の21において準用する法第70条の２の規定による申請は、指定

地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定更新申請書（別記第６

号様式）により行うものとする。 

２ 前項の規定による申請については、第２条第２項から第４項までの規定を準用する。 

（事業所情報の提供） 
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第６条 市長は、第２条から前条までの規定による指定又は届出の受理（以下この条において「指

定等」という。）をしたときは、都道府県、国民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和33

年法律第192号）第45条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。）その他の機関に対し

て、当該指定等に係る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。 

(１) 事業所の名称及び所在地 

(２) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(３) 指定年月日 

(４) 事業開始年月日 

(５) 運営規程 

(６) 介護保険事業所番号 

（公示） 

第７条 法第78条の11及び法第115条の20の規定による公示は、法第78条の11各号及び法第115条の

20各号の措置に係る事業所に関する次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 介護保険事業所番号 

(２) 指定地域密着型サービス事業所等の名称及び所在地 

(３) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(４) 指定をし、事業の廃止の届出の受理をし、又は指定を取り消した場合にあっては、その年

月日 

(５) 指定の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間 

(６) サービスの種類 

一部改正〔平成29年規則11号〕 

第３章 給付費算定届 

（介護給付費算定に係る体制等に関する届出） 

第８条 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年３月厚生労働省

告示第126号）又は指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成

18年３月厚生労働省告示第128号）に基づく届出（以下「体制届出」という。）のうち、次の地域

密着型サービス及び地域密着型介護予防サービス（以下「地域密着型サービス等」という。）に

おける体制届出に係る加算等については、届出が毎月15日以前になされた場合には翌月から、16

日以降になされた場合には翌々月から算定を開始することとする。 

(１) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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(２) 夜間対応型訪問介護 

(３) 地域密着型通所介護 

(４) 認知症対応型通所介護 

(５) 小規模多機能型居宅介護 

(６) 看護小規模多機能型居宅介護 

(７) 介護予防認知症対応型通所介護 

(８) 介護予防小規模多機能型居宅介護 

２ 次の地域密着型サービス等における体制届出に係る加算等については、届出が受理された日が

属する月の翌月から算定を開始するものとする。ただし、届出が受理された日が月の初日である

場合は、当該月から算定を開始するものとする。 

(１) 認知症対応型共同生活介護 

(２) 地域密着型特定施設入居者生活介護 

(３) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

(４) 介護予防認知症対応型共同生活介護 

３ 第１項及び前項の規定による届出は、介護給付費算定に係る体制等届出書（別記第７号様式）

により行うものとする。 

４ 市長は、前項の規定による届出についてその内容が適正であるかどうか適宜事後的な調査を行

うことができる。 

５ 市長は、前項の調査により届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導

の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の取消しを行うものとし、不正又は不当な届

出を繰り返し行うなど悪質な場合には、指定の取消し等の処分を行うことができる。 

一部改正〔平成27年規則41号・29年11号〕 

（常勤換算方法） 

第９条 地域密着型サービス条例第２条第６号及び地域密着型介護予防サービス条例第２条第６号

に規定する常勤換算方法は、その算出された値の小数点第２位以下を切り捨てるものとする。 

第４章 業務管理体制 

（業務管理体制の届出） 

第10条 法第115条の32第２項の規定による届出は、施行規則第140条の40第１項に掲げる事項につ

いて、業務管理体制に係る届出書（別記第８号様式）により行うものとする。 

（届出事項の変更の届出） 
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第11条 法第115条の32第３項の規定による届出事項の変更の届出は、施行規則第140条の40第２項

の規定に基づき、業務管理体制に係る変更届出書（別記第９号様式）により行うものとする。 

（区分変更の届出） 

第12条 法第115条の32第４項の規定による区分の変更の届出は、施行規則第140条の40第３項の規

定に基づき、別記第８号様式により行うものとする。 

（関係機関への情報提供） 

第13条 市長は、第10条から前条までの規定による届出に関し、国及び県に対して情報を提供する

ことができる。 

第５章 事故報告 

（事故報告） 

第14条 地域密着型サービス等の事業者は、地域密着型サービス等の利用者等又は指定地域密着型

サービス事業所等の従業者が関わる次に掲げる事故又は事件が発生した場合は、速やかに利用者

等の家族等に連絡するとともに、市長に報告をしなければならない。ただし、第４号については、

直ちに市長に報告をしなければならない。 

(１) 治療に１週間以上の期間を要する負傷をし、又は死亡した場合 

(２) 食中毒、伝染病、感染症が集団発生し、又はそれにより死亡した場合 

(３) 火災、台風、地震、水害、雪害、落雷等により被害が発生した場合 

(４) 指定地域密着型サービス事業所等の従事者による利用者等への虐待があった場合 

(５) 盗難、傷害事件等が発生した場合 

２ 地域密着型サービス等の事業者は、前項各号に該当する事故又は事件が発生した場合は、次に

掲げる様式により市長に報告をしなければならない。 

(１) 前項第１号に該当する場合 事故報告書（別記第10号様式） 

(２) 前項第２号に該当する場合 食中毒等の発生報告書（別記第11号様式） 

(３) 前項第３号に該当する場合 被災状況報告書（別記第12号様式） 

(４) 前項第４号に該当する場合 指定地域密着型サービス事業所等の従事者等による高齢者虐

待について（別記第13号様式） 

(５) 前項第５号に該当する場合 事業者による任意様式 

３ 地域密着型サービス等の事業者は、指定地域密着型サービス事業所等の管理運営又は地域密着

型サービス等のサービス提供方法について改善が必要と考えられる事故又は事件が発生した場合

は、市長に報告しなければならない。 
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４ 市長は、地域密着型サービス等の事業者から前２項に規定する報告があった場合は、新潟県知

事へ報告するものとする。 

５ 地域密着型サービス等の事業者は、事実関係を把握するために時間を要する場合又は食中毒等

の疑いの段階等の場合は、その時点での状況を速報として任意様式により市長に報告しなければ

ならない。 

６ 地域密着型サービス等の事業者は、発生した事故又は事件の集計及び分析を行い、事故又は事

件の再発防止に努めなければならない。 

７ 地域密着型サービス等の事業者は、事故又は事件の発生後に検討した再発防止のための対応策

の効果を検証しなければならない。 

一部改正〔令和３年規則26号〕 

第６章 委任 

（委任） 

第15条 この規則に規定するもののほか、指定地域密着型サービス事業所等の指定手続及び指定地

域密着型サービス事業所等の運営に関する手続に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

（指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する

規則及び介護サービス事業者の業務管理体制の整備の届出に関する規則の廃止） 

２ 新潟県柏崎市指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指

定等に関する規則（平成18年規則第33号）及び新潟県柏崎市介護サービス事業者の業務管理体制

の整備の届出に関する規則（平成21年規則第46号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則施行の際既に改正前の新潟県柏崎市指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着

型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則及び新潟県柏崎市介護サービス事業者の業務管

理体制の整備の届出に関する規則（以下「旧規則」という。）の規定によってなされた手続又は

提出された書類は、それぞれこの規則によってなされた手続又は提出された書類とみなす。 

４ 旧規則で定めた様式は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成27年３月31日規則第41号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 
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附 則（平成28年３月10日規則第46号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの規則の施行前にされた処分そ

の他の行為又はこの規則の施行前にされた申請に係る不作為に係るものについては、なお従前の

例による。 

附 則（平成29年３月15日規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年９月26日規則第69号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の別記第１号様式、別記第３号様式、別記第６号様式及び別記第

７号様式（その１）から別記第７号様式（その４）までの用紙で現に残存するものは、当分の間、

そのまま使用し、又は所要の修正を加えて使用することができる。 

附 則（令和元年８月30日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の別記第７号様式（その１）から別記第７号様式（その４）まで

の用紙で現に残存するものは、当分の間、そのまま使用し、又は所要の修正を加えて使用するこ

とができる。 

附 則（令和３年３月25日規則第26号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際改正前のそれぞれの様式の用紙で現に残存するものは、当分の間、そのま

ま使用し、又は所要の修正を加えて使用することができる。 
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別記 

第１号様式（第２条関係） 
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第２号様式（第２条関係） 
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第３号様式（第３条関係） 

 

 

 



12/24 

第４号様式（第３条関係） 
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第５号様式（第４条関係） 
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第６号様式（第５条関係） 
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第７号様式（その１）（第８条関係） 
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第７号様式（その２）（第８条関係） 
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第７号様式（その３）（第８条関係） 
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第７号様式（その４）（第８条関係） 
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第８号様式（第10条関係） 
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第９号様式（第11条関係） 
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第10号様式（第14条関係） 
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第11号様式（第14条関係） 
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第12号様式（第14条関係） 
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第13号様式（第14条関係） 

 

 


